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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第39期
第２四半期
連結累計期間

第39期
第２四半期
連結会計期間

第38期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
９月30日

自平成20年
７月１日
至平成20年
９月30日

自平成19年
４月１日
至平成20年
３月31日

売上高（千円） 13,528,7487,100,70624,230,923

経常利益又は経常損失（△）（千円） 130,655△30,512 404,772

四半期（当期）純利益又は四半期純損失（△）（千円） 67,800 △24,366 136,279

純資産額（千円） － 8,604,6468,613,549

総資産額（千円） － 19,069,80316,831,334

１株当たり純資産額（円） － 1,187.011,187.24

１株当たり四半期（当期）純利益金額又は四半期純損失金額（△）

（円）
9.71 △3.49 19.51

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － － －

自己資本比率（％） － 43.5 49.3

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△217,977 － 1,327,101

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△91,584 － △157,770

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△22,145 － △117,342

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（千円） － 3,939,4184,271,125

従業員数（人） － 367 358

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の連結子会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成20年９月30日現在

従業員数（人）     367

　（注）　従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者は除き、グループ外から当社グループへの出向者

を含む）であります。

 

(2）提出会社の状況

 平成20年９月30日現在

従業員数（人）     176

　（注）　従業員数は就業人員（当社から社外への出向者は除き、社外から当社への出向者を含む）であります。
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第２【事業の状況】

１【受注及び販売の状況】

(1）受注状況

　受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

区分

受注高（千円） 受注残高（千円）
当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日）

建設事業 5,465,569(　96.8％　)6,937,974(  91.2％　)

建設資材販売事業 180,118( 　3.2％　) 668,384(   8.8％　)

土木建築コンサルティング全般等事業 － (　－　) － (　－　)

合計 5,645,688(  100.0％　)7,606,358(  100.0％　)

　（注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２．当連結企業集団では土木建築コンサルティング全般等事業は受注生産を行っておりません。

３．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2）売上実績

　売上実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

区分

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
　  至　平成20年９月30日）

金額（千円）

建設事業 6,781,511（　　95.5％　）

建設資材販売事業 305,601 （　　4.3％　）

土木建築コンサルティング

全般等事業
13,593 （　　0.2％　）

合計 7,100,706（　100.0％　）

　（注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２．当第２四半期連結会計期間における主な相手先別の売上実績及び当該売上実績の総売上実績に対する割合

は次のとおりであります。

相手先

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

金額（千円） 割合（％）

中央工業㈱ 828,000 11.7

３．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

 

　なお、当連結企業集団では生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載しておりません。
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　なお、参考のため提出会社単独の事業の状況を示せば、次のとおりであります。

建設事業における受注工事高及び施工高

①　受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高

当第２四半期会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

工事別
期首繰越工
事高
（千円）

期中受注工
事高
（千円）

計（千円）
期中完成工
事高
（千円）

期末繰越工事高
期中施工高
（千円）

手持工事高
（千円）

うち施工高（千円）

パイル工事 6,221,8052,035,7678,257,5733,287,9274,969,64626.7％ 1,328,4123,306,438

地盤改良工事 1,074,6552,094,7843,169,4392,221,732947,70740.5％ 384,0652,334,635

合計 7,296,4604,130,55211,427,0135,509,6605,917,35328.9％ 1,712,4775,641,074

　（注）１．第１四半期会計期間以前に受注した工事で、契約の更改により請負金額に変更のあるものについては、期中受

注工事高にその増減額を含めております。したがって、期中完成工事高にもこの増減額が含まれております。

２．期末繰越工事高の施工高は、未成工事支出金により手持工事高の工事進捗部分を推定したものであります。

３．期中施工高は、（期中完成工事高＋期末繰越施工高－第１四半期会計期間末繰越施工高）に一致しておりま

す。

４．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

 

②　完成工事高

期別 区分 官公庁（千円） 民間（千円） 計（千円）

当第２四半期会計期間

（自　平成20年７月１日

至　平成20年９月30日）

パイル工事 1,758,390 1,529,537 3,287,927

地盤改良工事 599,270 1,622,461 2,221,732

計 2,357,661 3,151,999 5,509,660

　（注）１．官公庁には、当社が建設業者から下請として受注したものを含みます。

２．当第２四半期会計期間完成工事高のうち請負金額１億円以上の主なものは、次のとおりであります。

（発注者） （工事名）

東京国際空港ターミナル㈱ 東京国際空港国際線地区旅客ターミナルビル等新築工事に伴う基礎工事

国土交通省

空港施設㈱

第二京阪（大阪北道路）青山地区高架橋工事に伴う基礎工事

（仮称）東京国際空港新整備棟新築工事に伴う基礎工事

独立行政法人国立病院機構

浜田医療センター

独立行政法人国立病院機構浜田医療センター移転新築整備工事に伴う

基礎工事

国土交通省 第二京阪（大阪北道路）讃良地区下部その他工事に伴う基礎工事

３．当第２四半期会計期間における主な相手先別の完成工事高及び当該完成工事高の総完成工事高に対する割

合は次のとおりであります。

相手先

当第２四半期会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

金額（千円） 割合（％）

中央工業㈱ 828,000 15.0

４．上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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③　手持工事高（平成20年9月30日現在）

区分 官公庁（千円） 民間（千円） 計（千円）

パイル工事 3,816,787 1,152,858 4,969,646

地盤改良工事 197,230 750,477 947,707

計 4,014,017 1,903,335 5,917,353

　（注）１．官公庁には、当社が建設業者から下請として受注したものを含みます。

２．手持工事高のうち請負金額１億円以上の主なものは、次のとおりであります。

（発注者） （工事名） （完成予定年月）

東日本高速道路㈱ 圏央道久喜白岡ジャンクション工事に伴う基礎工事 平成21年 3月 

プロロジス日本法人 プロロジスパーク市川Ⅱ新築工事に伴う基礎工事 平成20年10月 

西日本高速道路㈱ 第二京阪道路交野高架橋中（下部工）工事に伴う基礎工事 平成20年11月 

国土交通省 圏央道荒川渡河橋下部その２工事に伴う基礎工事 平成20年11月 

東京都 取付擁壁設置工事及び地盤改良工事（１９豊ー４）に伴う基礎工事 平成21年 1月 

３．上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【経営上の重要な契約等】

    当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態及び経営成績の分析】

（１）業績の状況　

　当社グループの主要な事業の属する建設業界におきましては、公共事業の減少傾向に加え、景気減速による住宅

需要の低迷や原材料価格の高騰などにより厳しい経営環境が続いてまいりました。

　このような状況のもと、当社グループの当第２四半期連結会計期間の売上高につきましては、建設資材販売事業

においてコンクリートパイルの販売が減少したものの、建設事業において建築基準法改正の影響がほぼ収束した

ことで民間建築工事の受注環境に幾分かの回復が見られたことにより71億円となりました。

　利益につきましては、当第２四半期連結会計期間の後半において、一部の建設工事で不採算工事が発生したこと

や予想を超えた建設資材の価格高騰の影響を受けたことなどにより、営業損失は44百万円、経常損失は30百万円、

四半期純損失は24百万円となりました。

　事業の種類別セグメントの業績は以下のとおりであります。　

①建設事業

　建設事業は、大型の民間建築工事が完成したことにより売上高は67億81百万円となりましたが、利益につきまし

ては、一部不採算工事が発生したことや予想を超えた建設資材の価格高騰の影響を受けたことなどにより営業損

失は48百万円となりました。

②建設資材販売事業

　建設資材販売事業は、主にコンクリートパイルの販売が減少したことにより、売上高は３億５百万円、営業利益

は19百万円となりました。

③土木建築コンサルティング全般等事業

　土木建築コンサルティング全般等事業は、主に設計・計算に関する業務が減少したことにより、売上高は13百万

円、営業損失は15百万円となりました。

 

（２）財政状態の分析　

　当第２四半期連結会計期間末の資産総額は、前連結会計年度末に比べ22億38百万円増加し、190億69百万円とな

りました。これは主に前連結会計年度末に比べ受取手形・完成工事未収入金等が増加したことによるものであり

ます。

　負債総額は、前連結会計年度末に比べ22億47百万円増加し、104億65百万円となりました。これは主に支払手形・

工事未払金等が増加したことによるものであります。また、純資産につきましては、前連結会計年度末に比べ８百

万円減少し86億４百万円となりました。これは主に剰余金の配当により利益剰余金が減少したことによるもので

あります。

 

（３）キャッシュ・フローの状況　

　当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、主に売上債権が増加した

ことにより、第１四半期連結会計期間末に比べて77百万円減少し、当第２四半期連結会計期間末には39億39百万

円となりました。

　当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況と主な要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は、11百万円となりました。これは主に売上債権の増加16億39百万円により資金が

減少したものの、仕入債務の増加15億98百万円、未成工事受入金の増加１億26百万円により資金が増加したため

であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果得られた資金は、１百万円となりました。これは主に有形固定資産の取得による支出８百万円、

貸付けによる支出６百万円により資金が減少したものの、貸付金の回収による収入16百万円により資金が増加し

たためであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は、90百万円となりました。これは主に長期借入金の返済による支出29百万円、短

期借入金の純減少額23百万円、配当金の支払額11百万円により資金が減少したためであります。

 

　（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

　（５）研究開発活動

　当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、52百万円であります。

　なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
（１）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

（２）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあり

ません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 21,640,000

計 21,640,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成20年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年11月14日）

上場金融商品取
引所名又は登録
認可金融商品取
引業協会名

内容

普通株式 7,694,080 7,694,080
ジャスダック

証券取引所
－

計 7,694,080 7,694,080 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成20年７月１日～
平成20年９月30日

－　 7,694,080 － 1,710,900 － 2,330,219
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（５）【大株主の状況】

 平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社テノックス 東京都港区赤坂６－13－７ 711 9.24

住商セメント株式会社 東京都中央区晴海１－８－８ 432 5.61

テノックス従業員持株会 東京都港区赤坂６－13－７ 364 4.74

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１－１－５ 342 4.45

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内２－３－１ 317 4.12

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２－１－１ 253 3.28

樗澤　憲行 神奈川県三浦郡葉山町 243 3.16

中川　辨三 東京都新宿区 243 3.16

重田　寛治 神奈川県横浜市青葉区 223 2.90

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１－１－２ 220 2.86

計 － 3,352 43.57
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成20年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　711,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　6,947,000 6,930 －

単元未満株式 普通株式　　 36,080 － －

発行済株式総数 7,694,080 － －

総株主の議決権 － 6,930 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が17,000株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数17個は含まれておりません。

 

②【自己株式等】

 平成20年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

（自己保有株式）

株式会社テノックス

東京都港区赤坂６－

13－７
711,000 － 711,000 9.24

計 － 711,000 － 711,000 9.24

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 315 345 375 365 350 330

最低（円） 278 312 325 350 321 300

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第

14号）に準じて記載しております。

　なお、第１四半期連結会計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）から、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項第

５号のただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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1【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 3,986,971 4,318,630

受取手形・完成工事未収入金等 7,984,102 6,308,922

未成工事支出金等 1,507,039 1,295,979

その他 1,287,468 619,273

貸倒引当金 △38,333 △29,231

流動資産合計 14,727,248 12,513,575

固定資産

有形固定資産 ※1
 2,956,549

※1
 2,971,284

無形固定資産 26,555 28,870

投資その他の資産

その他 1,538,657 1,481,247

貸倒引当金 △179,208 △163,643

投資その他の資産計 1,359,449 1,317,604

固定資産合計 4,342,554 4,317,759

資産合計 19,069,803 16,831,334
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 7,907,894 6,029,773

短期借入金 108,000 35,000

1年内返済予定の長期借入金 95,936 104,960

未払法人税等 91,267 86,721

未成工事受入金 182,758 －

引当金 229,116 205,827

その他 758,742 644,926

流動負債合計 9,373,716 7,107,209

固定負債

社債 100,000 100,000

長期借入金 210,361 170,335

退職給付引当金 487,860 465,356

役員退職慰労引当金 56,600 170,900

その他 236,619 203,983

固定負債合計 1,091,441 1,110,575

負債合計 10,465,157 8,217,784

純資産の部

株主資本

資本金 1,710,900 1,710,900

資本剰余金 2,330,219 2,330,219

利益剰余金 4,506,219 4,512,263

自己株式 △296,137 △295,600

株主資本合計 8,251,201 8,257,781

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 37,448 34,396

評価・換算差額等合計 37,448 34,396

少数株主持分 315,996 321,372

純資産合計 8,604,646 8,613,549

負債純資産合計 19,069,803 16,831,334
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

売上高 13,528,748

売上原価 12,251,305

売上総利益 1,277,443

販売費及び一般管理費 ※
 1,177,038

営業利益 100,405

営業外収益

受取利息 7,719

受取配当金 5,075

仕入割引 6,789

受取賃貸料 2,257

物品売却益 8,306

その他 6,762

営業外収益合計 36,909

営業外費用

支払利息 4,453

売上割引 1,440

その他 764

営業外費用合計 6,658

経常利益 130,655

特別利益

固定資産売却益 4,337

貸倒引当金戻入額 1,499

特別利益合計 5,837

特別損失

固定資産処分損 4,393

投資有価証券評価損 1,051

特別損失合計 5,445

税金等調整前四半期純利益 131,047

法人税等 67,723

少数株主損失（△） △4,476

四半期純利益 67,800
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

売上高 7,100,706

売上原価 6,510,732

売上総利益 589,973

販売費及び一般管理費 ※
 634,149

営業損失（△） △44,175

営業外収益

受取利息 3,934

仕入割引 3,847

受取賃貸料 1,121

物品売却益 4,084

その他 3,847

営業外収益合計 16,836

営業外費用

支払利息 2,259

売上割引 867

その他 46

営業外費用合計 3,173

経常損失（△） △30,512

特別利益

貸倒引当金戻入額 1,499

特別利益合計 1,499

特別損失

固定資産処分損 358

投資有価証券評価損 1,051

特別損失合計 1,409

税金等調整前四半期純損失（△） △30,421

法人税等 △15,280

少数株主利益 9,225

四半期純損失（△） △24,366
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 131,047

減価償却費 325,479

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △114,300

その他の引当金の増減額（△は減少） 77,460

受取利息及び受取配当金 △12,794

支払利息 4,453

有形固定資産除売却損益（△は益） 56

その他の特別損益（△は益） △448

売上債権の増減額（△は増加） △2,211,818

未成工事支出金等の増減額（△は増加） △211,060

仕入債務の増減額（△は減少） 1,878,121

未成工事受入金の増減額（△は減少） 65,222

その他 △84,400

小計 △152,981

利息及び配当金の受取額 12,633

利息の支払額 △4,453

法人税等の支払額 △73,176

営業活動によるキャッシュ・フロー △217,977

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △44,940

有形固定資産の売却による収入 6,644

投資有価証券の取得による支出 △20,844

貸付けによる支出 △68,499

貸付金の回収による収入 38,154

その他 △2,098

投資活動によるキャッシュ・フロー △91,584

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 73,000

長期借入れによる収入 100,000

長期借入金の返済による支出 △68,998

自己株式の取得による支出 △536

配当金の支払額 △73,752

少数株主への配当金の支払額 △900

その他 △50,957

財務活動によるキャッシュ・フロー △22,145

現金及び現金同等物に係る換算差額 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △331,707

現金及び現金同等物の期首残高 4,271,125

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 3,939,418
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

１．会計処理基準に関する事

項の変更

  重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

　たな卸資産

　貯蔵品については、従来、最終仕入原価法による原価法によっておりましたが、第１

四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９

号　平成18年７月５日）が適用されたことに伴い、最終仕入原価法による原価法（収

益性の低下による簿価切下げの方法）に変更しております。

　なお、これによる当第２四半期連結累計期間の損益へ与える影響はありません。

 

【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

１．一般債権の貸倒見積額の算

定方法

　当第２四半期連結会計期間末の一般債権に係る貸倒引当金は、前連結会計年度末に

算定した貸倒実績率等から著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の

貸倒実績率等を用いて算定しております。

２．完成工事補償引当金の算定

方法

　当第２四半期連結会計期間末の完成工事補償引当金は、前連結会計年度において算

定した補償工事費の完成工事高に対する実績率から著しい変化がないと認められる

ため、前連結会計年度末の実績率を用いて算定しております。

３．棚卸資産の評価方法 　当第２四半期連結会計期間末の棚卸高の算定に関しては、実地棚卸を一部省略し、前

連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定しております。

　また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ

正味売却価額を見積もり、簿価切下げを行う方法によっております。

４．経過勘定項目の算定方法 　一部の費用については、合理的な算定方法による概算額で計上しております。
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当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

５．繰延税金資産および繰延税

金負債の算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境

等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるため、前連結会計

年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法に

よっております。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

 １．税金費用の計算 　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純

利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当

該見積実効税率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、10,143,072千円

であります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、9,906,874千円で

あります。

２　保証債務残高

　次の取引先について、リース会社に対する債務残高

に対し、債務保証を行っております。

２　保証債務残高

　次の取引先について、リース会社に対する債務残高

に対し、債務保証を行っております。

㈱大栄クリーナー 53,972千円 ㈱大栄クリーナー 58,954千円

 

（四半期連結損益計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

給与賞与手当 345,417千円

賞与引当金繰入額 71,661千円

役員退職慰労引当金繰入額 10,400千円

貸倒引当金繰入額 31,666千円

 

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

給与賞与手当 172,789千円

賞与引当金繰入額 35,893千円

役員退職慰労引当金繰入額 5,400千円

貸倒引当金繰入額 20,576千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年９月30日現在）

 （千円）

現金及び預金勘定 3,986,971

預入期間が３か月を超える定期預金 △47,552

現金及び現金同等物 3,939,418
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　

平成20年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　　普通株式 7,694,080株

 

２．自己株式の種類及び株式数

　　普通株式 711,308株

 

３．配当に関する事項

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成20年６月27日

定時株主総会
普通株式 69,844 10.00 平成20年３月31日 平成20年６月30日利益剰余金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）

 
建設事業
（千円）

建設資材
販売事業
（千円）

土木建築
コンサル
ティング全
般等事業
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

売上高                         

(1)外部顧客に対する売上高 6,781,511305,60113,5937,100,706 － 7,100,706

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － 5,473 5,473 (5,473) －

計 6,781,511305,60119,0667,106,179(5,473) 7,100,706

営業利益又は営業損失（△） △48,110 19,723△15,789△44,175 － △44,175

 

当第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年９月30日）

 
建設事業
（千円）

建設資材
販売事業
（千円）

土木建築
コンサル
ティング全
般等事業
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

売上高                         

(1)外部顧客に対する売上高 13,150,899352,15625,69313,528,748 － 13,528,748

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 3,925 11,048 14,973(14,973) －

計 13,150,899356,08136,74113,543,721(14,973) 13,528,748

営業利益又は営業損失（△） 113,23531,221△44,051100,405 － 100,405

 

　（注）１．事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容

①　事業区分の方法

事業区分は、当社及び連結子会社が行う事業の類似性を考慮して決定しております。

②　各区分に属する主要な事業の内容

建設事業 ： 土木・建築などの基礎工事及び地盤改良工事全般に関する事業並びに

建設機械のリース等の当該事業の付随事業

建設資材販売事業 ： 建設資機材の販売に関する事業

土木建築コンサルティング全般等事業： 土木建築コンサルティング全般等に関する事業

 

【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自平成20年４月１日　至平成20年９月30日）

　本邦以外の国、又は地域に所在する連結子会社がないため、該当事項はありません。

 

【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自平成20年４月１日　至平成20年９月30日）

　海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 1,187.01円 １株当たり純資産額 1,187.24円

 

２．１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額等

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 9.71円 １株当たり四半期純損失金額 3.49円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） 67,800 △24,366

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
67,800 △24,366

期中平均株式数（千株） 6,983 6,983

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成20年11月14日

株式会社テノックス

取締役会　御中
 

あずさ監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 石川　　誠　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 森居　達郎　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社テノックス

の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社テノックス及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政状態、

同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。

 

EDINET提出書類

株式会社テノックス(E00232)

四半期報告書

26/26


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１受注及び販売の状況
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態及び経営成績の分析

	第３設備の状況
	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）ライツプランの内容
	（４）発行済株式総数、資本金等の推移
	（５）大株主の状況
	（６）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該四半期累計期間における月別最高・最低株価

	３役員の状況

	第５経理の状況
	1四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書
	第２四半期連結累計期間
	第２四半期連結会計期間

	（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更
	簡便な会計処理
	四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理
	注記事項
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

